
AI医療スマホ診療と標準医療無償
化による新医療制度ビジネスプラ
ン
現在の日本の医療制度が直面する課題を解決し、持続可能な新たな医療システムを構
築するための革新的なビジネスプランをご提案します。AIとデジタル技術を活用した医
療システムの再構築と標準医療の無償化により、患者と医療従事者の双方にメリット
をもたらす新時代の医療制度を実現します。

作成者：Michihisa Matsubara
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背景と課題：持続可能性の危機に直面する日本の医療
医療費の増大

2021年度の国民医療費は約44兆2千億円（前年度比+4.6%）に達し、過去最大
を更新しました。高齢化に伴う医療費の右肩上がりは避けられず、2040年には
約78兆円と現在の1.7倍に達する試算もあります。

医療従事者の過重負担

勤務医の約4割が過労死ライン超えの長時間労働を強いられており、医療現場の
疲弊は深刻な状況です。

医療アクセスの地域格差

2022年度の一人当たり医療費は県別で最高と最低に1.44倍もの差が生じていま
す。地方や過疎地域では医師不足や医療機関の減少により、必要な医療を受けら
れない状況が発生しています。

これらの課題を根本から解決するためには、医療提供体制と財源構造の抜本的な改革が不可欠です。
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新医療システムの全体像
本プランでは、CDBS（Centralized Digital Basic Society）構想の一環として、デジタル技術と
AIを最大限活用した新医療システムを提案します。

AIスマホ診療（入口）
患者はまずスマートフォンの医療AIアプリで症状の問診・スクリーニングを受け、AIが適切
な診療科や緊急度を判断します。

医療機関での診察・治療（必要時）
AIが来院必要と判断した場合のみ、医師による対面診療またはオンライン診療を受診し
ます。

薬局での調剤・薬剤指導（処方時）
診断確定後は処方箋を電子連携して薬局へ送付し、薬の受け取りや指導を受けます。

この三段構造の医療提供体制は、国家レベルのデジタル基盤（CDBS）によって支えられ、個人
の健康データやAI診断結果が一元管理され、医療機関・薬局とリアルタイム連携することでスム
ーズな医療提供を実現します。
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標準医療の無償化と対象項目
新制度の核となる考え方は「ベーシック医療（基本的な必要医療）の完全無償化」です。社会保険制度を廃止し、基本的な診療や救急医療はすべて公費（新
たな財源）で賄うことで、誰もが経済的心配なく必要な標準医療を受けられる社会を目指します。

現在の公的医療保険でカバーされる範囲の治療やケアはすべて無料化されるイメージです。ただし、高度先進医療や美容目的など、医学的必要性の低いサー
ビスは対象外とし、「自由診療」に分類します。
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急性期医療・救急
急病や事故による救急搬送・救命治療は全額公費
負担。例えば急性心筋梗塞や脳卒中など緊急治

療、救急車利用も無料です。

慢性疾患の診療
高血圧・糖尿病など生活習慣病を含む慢性疾患の
外来診察や投薬管理も自己負担なしで継続可能と
します。

一般診療・初期医療
風邪や軽症疾患の診察、一般外来での検査・治療
も公的にカバーします。患者はまずAI問診で振り
分けられた上で診療を受けます。

出産・小児医療
正常分娩の扱いや小児科診療も含め、子どもから
高齢者まで標準的な医療ニーズは原則無料で提供

します。



AIスマホ診察・自動スクリーニングの仕組み
新制度の玄関口となるAIスマホ診療では、患者はスマートフォンの専用アプリで症状や状態を入力し、AIによる
問診とスクリーニングを受けます。

国内医師監修の症状チェックAI「Ubie（ユビー）」のように、少数の質問に答えるだけで関連する疾患候補や推
奨される診療科、近隣医療機関を提示します。実際、Ubieは公開から約1年半で月間300万人以上が利用するサー
ビスに急成長しています。

AI診断システムは、最新の機械学習により日々精度向上しており、画像解析や音声解析も活用して多角的に病態
を評価します。例えば、スマホで録音した咳の音から結核を識別するAIや、皮膚の写真からアトピー性皮膚炎の
重症度を判定するモデルの研究も進んでいます。

AIによる自動スクリーニングのメリットは、限られた医療資源の最適化にあります。AIが症状の緊急度・必要度を客観的に判断することで、本当に受診が必要な患者だけが医療機関に足を運ぶ流れを作ります。これにより、医師は
重症患者の治療に専念でき、結果的に医療の質と効率が高まります。
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AIスマホ診療の具体的なメリット

24時間365日の対応
AIは24時間365日待ち時間ゼロで稼働するため、夜間や休
日でも患者はまずAI相談が可能です。AIが緊急性ありと判
断すれば迷わず救急搬送を指示し、緊急でなければ翌営業
日の受診予約やセルフケア指示を出します。

医師の業務効率化
AI問診で患者の症状データが電子カルテに自動入力・共有
されるため、医師のカルテ作成時間は大幅短縮されます。
実証例では音声入力やAI問診によりカルテ記載時間が50%
削減され、予約管理業務も40%減らせたとの報告があり
ます。

診断精度の向上
AIによる画像診断支援や症状分析により、人間では見落と
しがちな微細な変化も検出できます。医師とAIのダブルチ
ェック体制により、診断精度が向上し、早期発見・早期治
療につながります。

このように、AIスマホ診療は単に便利なだけでなく、医療資源の適正配分と医療の質向上に寄与する重要な役割を果た
します。患者は必要なときに適切な医療にアクセスでき、医療従事者は本来の医療行為に集中できるようになります。
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医療費と財源構造の最適化
医療費の最適化：44兆円→28兆円

本計画の下では、従来年間44兆円超にのぼっていた日本の医療費を約28兆円程度まで最適
化することを目標とします。これは現在から約36%もの大幅削減に相当しますが、AI導入
と制度改革による無駄の徹底排除で実現可能と見込んでいます。

医療の
適正受
診

予防・
早期治
療

診療の
効率化

社会保
険関連
コスト

その他

新たな財源：決済税の導入

社会保険料と患者負担の廃止に伴う大幅な財源不足は、新たな「決済税」で補填します。
この「決済税」とは、キャッシュレス決済や金融取引など広範な経済活動に幅広く薄く課
税する新税で、経済全体の取引高にごく小率を上乗せして徴収する仕組みです。

例えば全決済総額への1%課税で年間数十兆円規模の税収が見込め、医療費財源に充当しま
す。日々の買い物や取引ごとにごくわずかな負担を社会全体で出し合い、「いつでもどこで
も無料で医療が受けられる安心料」として社会保障費化するイメージです。
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コスト削減のメカニズム
1 医療の適正受診推進

AI問診・遠隔診療の普及で不必要な対面受診や重複診療を減らし、医療資源の
浪費を防ぎます。日本では患者1人あたり年間13回も受診しておりOECD平均の
2倍以上です。無料化によるモラルハザードを防ぐため、AIがまず窓口となるこ
とで「とりあえず受診」の頻度を適正化し、総受診件数を削減します。

2 予防・早期治療による重症化回避
無償の予防接種や健診の徹底と、AIによる疾病予測・早期発見により、将来的
な重篤患者発生を減らします。重症化すれば莫大な治療費がかかる疾患も、早
期対応で費用を抑えられます。野村総研の分析では、AIの広範な普及により医
療費の5～10%削減も可能との試算があります。

3 診療の効率化（DXによる省人化）
医療DXで業務を効率化し、ムダなコストを削減します。AI問診導入により一医
療機関で年間1000時間の問診時間が削減できた例があるように、全国で見れば
膨大な人件費節減となります。また、電子処方箋の標準化で重複投薬を防ぎ、
在庫管理の効率化やジェネリック薬品の積極活用で薬剤費も抑えます。

4 社会保険関連コストの廃止
社会保険制度の廃止により、保険者運営費・レセプト審査費など間接コストを
大幅カットします。支払基金での診療報酬レセプト審査手数料は1件あたり約45
円前後かかっていますが、年間数十億件に及ぶレセプト事務を簡素化・削減す
ることで数千億円規模の行政コスト減が可能です。

これらの取り組みにより、現行44兆円の総医療費を約28兆円まで引き下げつつ、国民に提供する医療内容は落とすどころかむしろ充実させることを目指します。
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社会保険制度の廃止と事務コスト削減
新制度では大胆にも公的医療保険制度そのものを廃止します。国民皆保険を維持しつつも、もはや保険
という形態を取らず国家が直接医療提供と費用負担を行う方式への転換です。

これにより発生するメリットの一つが、膨大な事務コストの削減です。現在は全国の健康保険組合や協
会けんぽ、市町村の国民健康保険担当部署、後期高齢者医療広域連合など、多岐にわたる保険者が存在
し、それぞれに保険料徴収・資格管理・レセプト点検といった事務作業を行っています。

これらに従事する人員は国全体で数万人規模に上り、システム維持費や紙ベースの帳票処理コストも莫
大です。制度廃止によりこれら審査業務自体が不要となれば、このコストはまるまる削減可能です。

廃止される主な事務作業

各保険者での保険料徴収・給付管理事務

レセプト請求・審査業務

資格確認・被保険者証発行

高額療養費計算・払い戻し

保険者間の調整事務

総じて、社会保険関連の間接業務に携わる人員を大幅に削減でき、その分を医療・介護など他の必要部門に再配置することも可能です。試算では、社会保険運営に関わる事務経費の削減額は少なく見積もっても年間
数千億円以上に達すると見られます。
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民間医療保険市場の変容
現在、日本の民間医療保険市場は、公的医療保険の充実ゆえに欧米に比べ規模が小さいと言われています。公的
保険が必要な医療をほぼ網羅してきたため、民間保険は主に入院給付金やガン保険など補完的・お見舞金的な性
格の商品が中心でした。

新制度移行後は、民間医療保険市場は拡大と変容を遂げると予測されます。実際、生命保険各社が販売する医療
保険・がん保険等の第三分野保険の保有契約ベースの年間保険料は、2021年度で約7.1兆円に達し増加傾向にあり
ます。

新たな民間保険商品の例

高度先進医療特約（最新の治療法やロボット手術をカバー）

美容医療サブスクリプション型保険

先進的がん治療や再生医療特化型保険

デジタルヘルス連動型予防医療保険

$0.00

$2,000.00

$4,000.00

$6,000.00

医療保険 がん保険 先進医療特約 その他
現在の市場規模 将来予測
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医療現場への好影響
新医療制度の導入により、医療従事者の働き方が大きく改善します。

AI業務支援
AIアシスタントが問診やカルテ記載、検査データ分析など多くのルーティン業務を
肩代わりすることで、医師・看護師は本来業務に専念できるようになります。

労働時間削減
診療効率化により、現状で勤務医の4割近くが過労死ライン超えという状況から脱
却し、残業削減・当直負担軽減が可能となります。

診療質向上
医師はAIの支援を受けながら診断精度を高め、また時間的余裕が生まれることで患
者とのコミュニケーションが充実し、医療の質向上につながります。

例えば、大病院で導入が進むAI音声入力システムは、診療中の会話を自動で電子カルテに記録
し、医師の記録作業を半減させました。また、AIにより画像診断補助が得られるため、放射線科
や皮膚科の読影業務も効率アップし、ダブルチェックによる見落とし防止で精神的負担も軽減し
ます。
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患者メリットと医療アクセス向上
経済的不安の解消

標準医療の無償化により、経済的理由で治療を諦めるケースが無くなり、誰もが平等に医療を受けられる安心感
が生まれます。「お金の心配なくまずはAIに相談→必要なら受診」というフローが定着するため、受診控えや治療
中断の解消が期待できます。

地域間格差の解消

遠隔診療の普及によって地域間のアクセス格差も解消に向かいます。例えば都市部の専門医療を地方や過疎地域
の患者もオンラインで受けられるようになり、在宅の高齢者も訪問診療＋オンライン診療で質の高いケアが届き
ます。

待ち時間・移動時間の短縮

AI事前問診で診療の事前準備ができているため、来院後の診察がスムーズになり、外来患者の待ち時間も短縮し
ます。また、軽症であればオンライン診療で完結するため、病院への移動時間も節約できます。

0円
標準医療の自己負担

必要な医療はすべて無料で受けられるため、経済的理
由による受診控えがなくなります。

24H
AI診療の対応時間

深夜や休日でも相談可能なため、不安なときにすぐに
医療相談ができます。

50%
待ち時間の削減率

AI問診とデジタル化により、外来診察の待ち時間が大
幅に短縮されます。

12



特別な配慮が必要な患者層への対応
新制度では、デジタル技術に不慣れな高齢者や障害者などへの配慮も万全にします。

高齢者向け支援
地域包括支援センターや公民館に「デジタル医療相談員」を配置し、AIアプリの使い方
をサポートします。また、家族や介護者が代理で操作できる仕組みも整備します。タブレ
ット端末の貸し出しサービスや音声操作にも対応し、デジタルデバイドを解消します。

障害者向けアクセシビリティ
視覚障害者向けの音声ガイド機能、聴覚障害者向けのテキスト会話機能、知的障害者向
けのやさしい日本語モードなど、障害特性に合わせたアクセシビリティ対応を徹底しま
す。必要に応じて福祉事業所職員による支援体制も構築します。

外国人居住者対応
多言語AIによる自動翻訳機能を搭載し、日本語が不自由な外国人居住者でも母国語で医
療相談が可能になります。文化的背景を考慮した問診内容や説明方法も準備し、言語の
壁を超えた医療アクセスを保証します。

誰一人取り残さない医療提供を実現するために、デジタルと対面のハイブリッドサポート体制を
構築し、すべての人が新しい医療システムの恩恵を受けられるようにします。
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導入ステップ：1年準備→全国展開
この革命的な新医療制度を実現するには、周到かつ迅速な準備が不可欠です。準備期間は1年を目標とし、以下のステップで
導入を進めます。

1 制度設計と法整備（〜3か月）
政府内に特別タスクフォースを設置し、具体的制度設計と必要法改正案の策定を行います。医療法・健康保険
法など関連法を見直し、遠隔診療やAI診断の位置づけ、個人情報保護規定の強化、財源となる決済税の創設な
ど、必要な法整備の骨子を固めます。

2 技術インフラ構築（〜6か月）
民間IT企業や医療AIベンチャーと連携し、全国共通の医療AIプラットフォームとCDBS連携システムを構築し
ます。具体的には、AI問診アプリケーションの全国民配布、医療機関・薬局側システムとのAPI接続、電子カ
ルテ・処方箋の標準化、患者ID統合などを集中的に開発・テストします。

3 パイロット実施（〜9か月）
まずモデル地域や大規模医療圏で試行運用を開始します。例えば東京圏・大阪圏など都市部と、過疎地の県を
選び、AI診療から無償治療まで一連の流れを検証します。パイロット期間中に患者や医療従事者からのフィー
ドバックを収集し、AI診断の精度調整や運用フローの改善を図ります。

4 全国展開準備（〜12か月）
パイロットの結果を踏まえ制度詳細をブラッシュアップし、本格実施に向けた周知・研修を行います。医療従
事者向けにはAIシステムの使い方や遠隔診療のトレーニングを実施し、不安や抵抗感を解消します。国民向け
には大々的な広報キャンペーンを打ち、「まずはスマホでAI診療」という新しい受診行動を周知します。

準備開始から1年後を目途に、新医療制度を全国でスタートさせます。施行日を境に保険証は廃止され、窓口負担はゼロ、AI
診療が正式な医療プロセスとして位置付けられます。
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法制度整備とリスク対策
遠隔診療・AI規制の整備

新制度では、これまで初診対面原則など規制がありましたが、原則自由にオンライン診療・AI診
療を活用できる法改正を行います。医師法や医療法の規定を見直し、「医師の診断補助としてAIを
公式に位置付ける」「オンライン診療で完結した場合も対面と同等に診療行為とみなす」といった
条項を整備します。

医療AIの認証制度

安全確保のため医療AIには国による認証制度を設け、一定水準の精度・信頼性を満たしたシステ
ムのみ実用展開を許可します。AI診断の精度検証データを公開させ、継続的モニタリングを義務
付けることで、誤診リスクを低減します。

責任の所在の明確化

万一AIの判断ミスで患者に不利益が生じた場合の責任の所在も明確化します。基本的には医師が
最終判断者となる建前としつつ、AI開発企業にも相応の賠償保険加入を求め、患者救済制度を用
意します。

プライバシー保護の強化

全国民の診療記録や健康情報がCDBSで一元管理されるため、個人情報保護法制を強化し、不正
アクセスや目的外利用に対する厳罰規定を設けます。データは高度に暗号化し、本人と担当医療
者以外には閲覧できない仕組みとします。

セキュリティ対策

サイバー攻撃への備えも国家レベルで講じ、重要インフラとして医療システムを防御します。個
人データにはブロックチェーン技術を応用し、改ざんや不正アクセスを防止します。
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想定されるリスクと対策

システム障害時の対応
AIサーバーダウンなど技術トラブル時には直ちに人力の代替体制（電話相談や予備システム）が稼働する計画を作ります。定期的な障害訓練も実施し、復旧手順を確立しま
す。

サイバーセキュリティ対策
ハッキングや情報漏洩への対策として、多層防御体制を構築します。専門チームによる24時間監視と、定期的な脆弱性診断を実施。個人データは高度な暗
号化技術で保護します。

3
医療需要急増への備え
完全無料化により医療需要が一時的に増える可能性に備え、一時的には医療人材の応援派遣や残業代支給の手当てを行い、供給逼迫を
乗り切る緩衝策を講じます。

AI誤診リスク対策
AIの判断精度には限界があるため、常に人間の医師によるチェック体制を維持します。緊急性が高いと判断された
症例は必ず医師の確認を経るフローとし、安全性を確保します。

デジタルデバイド対策
高齢者や障害者など技術に不慣れな方々のために、地域ごとにサポート拠点を設置し、人的支
援体制を確立します。従来型の電話相談窓口も維持し、アクセス格差を防止します。

これらのリスク対策を事前に準備し、新制度への移行が円滑に進むよう万全を期します。特に初期段階では予期せぬ課題が生じることも想定し、迅速な対応体制を常に維持します。
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新医療制度の経済効果
社会全体の生産性向上

標準医療の無償化と医療アクセス向上により、国民の健康状態が改善し、労働生産性が向上します。病気による
労働損失が減少し、特に慢性疾患の早期発見・管理によって健康寿命が延伸します。

医療関連産業の再編と成長

AIヘルスケアや遠隔医療技術など、新たな医療テクノロジー産業が急成長します。従来の医療機器メーカーやIT
企業が提携し、革新的なソリューションを開発する流れが加速します。

雇用構造の変化

医療保険関連の間接業務が減少する一方で、AIヘルスケア開発や医療データ分析、遠隔診療支援など新たな職種
が創出されます。医療従事者も診療効率化により働き方が変わり、専門性を活かした質の高い医療提供に集中で
きるようになります。
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$30,000.00
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医療費削減額 経済効果

新医療制度は、単なる医療費削減策ではなく、国全体の経済構造に好影響をもたらす成長戦略でもあります。医療の効率化で浮いた資源を他の産業に振り向けることで、経済全体の活性化につながります。
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新医療制度がもたらす医学研究・医療イノベーションへの影響
全国民の健康・医療データが集約されるCDBS基盤は、医学研究と医療イノベーションを加速させる原動力となります。

このように、新医療制度は単に医療提供の効率化を図るだけでなく、日本の医学研究と医療技術の国際競争力を高め、世界をリードする医療イノベーション創出の基盤となります。

18

ビッグデータ研究の飛躍
1億2千万人の日本人の健康データを活用し
た大規模コホート研究が可能になり、疾病
メカニズムの解明や治療効果の検証が飛躍
的に進みます。特に日本人特有の疾患特性
や薬剤反応性の研究が加速します。

AI医療の進化
膨大な臨床データを基に医療AIの精度が向
上し、より正確な診断支援や個別化医療の
提案が可能になります。画像診断、ゲノム
解析、生体信号処理などの分野で革新的な

AIアルゴリズムが開発されます。

創薬・治療法開発の効率化
臨床データとAI解析の組み合わせにより、
新薬開発プロセスが効率化され、開発期間
短縮とコスト削減が実現します。また、既
存薬の新たな適応（ドラッグリポジショニ

ング）も積極的に探索されます。

予防医学の発展
長期的な健康データの蓄積により、疾病リ
スク予測モデルの精度が向上し、個人に最
適化された予防医療プログラムの開発が進
みます。生活習慣病や認知症など予防可能
な疾患の発症率低下につながります。



国際展開と世界への発信
日本発の革新的医療制度モデルとして、世界各国への展開も視野に入れています。

新医療制度の国際展開は、世界の医療課題解決に貢献するとともに、日本の医療技術・システムの輸出による経済効果も期待できます。高齢化が進む
各国にとって、持続可能な医療制度のモデルケースとして大きな関心を集めるでしょう。

19

日本モデルの確立
まず国内で新医療制度を完全に確立し、AI診
療と標準医療無償化の効果を実証データで示
します。制度運用の課題解決とノウハウ蓄積
を行い、日本モデルとして体系化します。

アジア諸国への展開
地理的・文化的に近いアジア諸国を最初のタ
ーゲットとし、各国の事情に合わせたカスタ
マイズモデルを提案します。特に医師不足に
悩む途上国ではAI診療の価値が高く評価され
るでしょう。

国際機関との連携
WHOやWorld Bankなどの国際機関と連携
し、グローバルヘルスの観点から新医療制度
の普及を推進します。特にSDGsの健康目標
達成に貢献できる点をアピールし、支援を獲
得します。

グローバル企業連携
日本の医療AIやヘルステック企業が開発した
技術・サービスを、グローバル企業と提携し
て世界展開します。日本発の医療イノベーシ

ョンの輸出産業化を目指します。



持続可能な医療制度への転換：SDGsとの整合性
本提案の新医療制度は、国連の持続可能な開発目標（SDGs）の理念にも深く合致しています。

目標3：すべての人に健康と福祉を
標準医療の無償化により、経済状況に関わらず誰
もが必要な医療を受けられるようになり、「普遍的
な健康カバレッジ（UHC）」の実現に直接貢献しま
す。特に弱者や低所得者層の健康アクセスが向上
します。

目標10：人や国の不平等をなくそう
地域間の医療格差やデジタルデバイドの解消に取
り組み、医療アクセスの平等を促進します。遠隔
医療の普及により、過疎地域の住民も質の高い医
療サービスを享受できるようになります。

目標9：産業と技術革新の基盤をつくろ
う
AIやデジタル技術を活用した医療インフラの整備
は、医療分野における技術革新を促進します。デ
ータ駆動型の医療研究開発も加速し、新たな治療
法や医薬品の創出につながります。

さらに、医療費の最適化と効率的な資源配分は「目標12：つくる責任つかう責任」にも貢献し、社会保障制度の持続可能性を高めます。新医療制度は単なる
国内改革にとどまらず、グローバルな持続可能社会の実現に寄与する取り組みです。
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生命倫理とAI倫理の観点からの考察
AI医療の倫理的課題

AIによる診断や治療判断の導入には、様々な倫理的課題が伴います。特に重要なのは、AIの判断がブラックボッ
クス化し人間の理解を超える可能性があることです。新制度では、AI診断の透明性を確保するため、使用される
アルゴリズムやデータセットの公開、判断根拠の説明可能性を重視します。

また、AIが学習に使用するデータに偏りがあると、特定の人種や性別、年齢層に対して精度が低下する恐れがあ
ります。この課題に対しては、多様なデータセットでの学習と継続的な公平性評価を義務付けます。

人間の医師の役割再定義

AIの導入により、医師の役割は「診断者」から「確認者・伴走者」へとシフトします。この変化に伴い、医師教
育や医療倫理の再構築も必要です。AIを補助ツールとして適切に活用し、最終判断と患者ケアの責任は常に人間
の医師が持つ体制を明確にします。

患者の自律性と同意

AIによる診断や健康データの一元管理においては、患者の自律性と同意の確保が不可欠です。新制度では、患者
が自分のデータがどのように使用されるかを理解し、コントロールできる仕組みを整備します。特にデータの研
究利用や第三者提供については、オプトアウト権を保証します。

デジタルデバイドと医療格差

技術革新が新たな格差を生まないよう、高齢者や障害者、経済的弱者に対する支援体制を充実させます。デジタ
ル機器の操作が困難な方々のために、対面サポートや代替手段を常に用意し、誰もが平等に新医療制度の恩恵を
受けられるようにします。

これらの生命倫理・AI倫理の課題に真摯に向き合い、テクノロジーの発展と人間の尊厳・自律性のバランスを取りながら、新医療制度を構築していきます。
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政治的実現可能性と推進体制
革新的な医療制度改革の実現には、強固な政治的意思と多様なステークホルダーの協力が不可欠で
す。

超党派での合意形成
医療制度改革は国民生活に直結する重要課題であるため、与野党を超えた合意形成を目
指します。「標準医療の無償化」という理念は、異なる政治的立場からも支持を得やすい
普遍的価値を持っています。

ステークホルダー協議会
医師会、製薬業界、保険者、患者団体、IT企業など多様な関係者による協議会を設置
し、各々の懸念や要望を制度設計に反映させます。特に既存の医療提供者が新制度に円
滑に移行できるよう配慮します。

段階的移行とモニタリング
急激な制度変更による混乱を避けるため、段階的な移行プロセスを設計します。特にAI
診療の普及や決済税の導入は慎重に進め、常にデータに基づいた効果検証と軌道修正を
行います。

この改革を推進する核として、内閣直属の「医療制度改革推進本部」を設置し、首相のリーダーシッ
プの下で省庁横断的な取り組みを進めます。また、国民への丁寧な説明と理解促進のための広報活動
も並行して展開し、社会全体の機運を高めていきます。
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医療従事者の新たなキャリアパスと教育改革
AI時代の医師の役割変化

新医療制度の下では、医師の役割が「診断・治療の全てを担う」から「AIと協働しながら複雑な判断や患者ケア
を行う」へと変化します。この変化に対応するため、医学教育カリキュラムも改革し、AI医療技術の理解と活
用、患者とのコミュニケーション能力、倫理的判断力などを重視した教育を行います。

新たな専門職の創出

医療AIスペシャリスト、遠隔診療コーディネーター、医療データサイエンティストなど、新たな専門職が誕生し
ます。これらの職種は従来の医療職とITの橋渡し役となり、新医療システムの効率的な運用を支えます。既存の
医療従事者のスキルアップや転身を支援するリカレント教育プログラムも整備します。

医学部・看護教育の改革

医学部のカリキュラムにAI医療、データサイエンス、遠隔医療技術を必須科目として組み込みます。また、従来
よりも患者心理や医療コミュニケーション、医療倫理の比重を高め、技術と人間性のバランスの取れた医療者を
育成します。看護教育でも同様に、デジタルスキルと患者ケアの両立を重視します。

地域医療人材の再配置

AI診療の普及により業務効率化が進む中で、医師や看護師の地域偏在問題も解消に向かいます。過疎地域でもAI
による初期診断と遠隔診療で基本的な医療が提供できるようになり、医療従事者は複数の地域をカバーしながら
より専門的な医療に集中できるようになります。

新医療制度への移行は、医療従事者にとって大きな変化をもたらしますが、適切な教育改革と支援体制によって、より働きがいのある持続可能な医療現場を実現します。
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まとめ：新たな医療のパラダイムシフト
本プランで提案した「AI医療スマホ診療と標準医療無償化による新医療制度」は、日本の医療システ
ムを根本から変革し、持続可能で質の高い医療を全ての国民に提供する画期的な取り組みです。

医療アクセスの民主化
経済状況や地理的条件に関わらず、誰もが必要な医療を受けられる社会を実現します。標準医
療の無償化とAIスマホ診療の普及により、医療格差を解消し、すべての人の健康権を保障しま
す。

持続可能な医療財政
医療の最適化と効率化により、増大し続ける医療費を抑制し、新たな財源構造により持続可能
な医療制度を構築します。現行の44兆円から28兆円への医療費最適化と、決済税による安定財
源確保を実現します。

医療従事者の働き方改革
AIによる業務支援と効率化により、医療従事者は本来の患者ケアに集中できるようになりま
す。過重労働の解消と専門性の発揮により、医療の質向上と持続可能な医療提供体制を実現し
ます。

この改革は単なるコスト削減策ではなく、医療の本質を見つめ直し、テクノロジーと人間の強みを最
適に組み合わせた新たな医療パラダイムの創造です。日本の医療制度を世界に誇れるモデルへと発展
させ、超高齢社会における持続可能な社会保障の先駆的事例として世界をリードしていきます。
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